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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　画像形成装置に着脱可能なトナー補給容器とこれに収容されるトナーを備えたトナー補
給キットにおいて、
　前記トナー補給容器は、
　トナーを収容する回転可能な容器本体と、
　前記容器本体の回転軸線方向一端側に設けられトナーを排出するための開口と、
　前記容器本体の前記回転軸線方向一端から他端に亘って前記容器本体内に立設するよう
に固定され前記容器本体内面との間でトナー持ち上げ部を形成する板状部材であって、前
記トナー持ち上げ部が持ち上げたトナーをその後の回転に伴い前記回転軸線方向他端側か
ら一端側に向けて搬送するため前記回転軸線に対し傾斜し且つ隣り同士が前記回転軸線方
向において互いに一部が重なるように設けられた複数の傾斜突起と、前記トナー持ち上げ
部が持ち上げたトナーをその後の回転に伴い落下させるため前記回転軸線方向において隣
り合う傾斜突起の間にそれぞれ設けられた複数の貫通口と、を備えた板状部材と、を有し
、
　温度が２３℃、相対湿度が５０％の環境下において、
　１２８．４ｇ／ｃｍ2の垂直荷重を１０分間印加してトナーを圧縮状態にした粉体層を
形成し、
　この圧縮状態にされた粉体層を支持台と可動板の間に挟み込み、相違した垂直荷重の基
で可動板を水平方向に移動させて粉体層のせん断強度τ1、τ2を測定し、
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　前記圧縮状態にされた粉体層を支持台と可動セルの上に跨るように載せ、この可動セル
を水平方向に移動させて粉体層の引張り破断強度σTを測定し、
　測定されたせん断強度τ1、τ2と、引張り破断強度σTにより求められるトナーの粘着
強度が０．６０～３．００ｇ／ｃｍ2となるように、トナーには一次粒子の平均粒径が１
～１００ｎｍである疎水化処理シリカ、疎水化処理酸化チタン、疎水化処理アルミナのう
ち少なくとも１つの流動性付与剤が添加されていることを特徴とするトナー補給キット。
【請求項２】
　前記複数の傾斜突起は前記容器本体の一方向への回転に伴いトナーが前記容器本体の前
記回転軸線方向他端側から一端側に向けて搬送されるように前記板状部材の両面に設けら
れていることを特徴とする請求項１のトナー補給キット。
【請求項３】
　前記開口は前記容器本体の前記回転軸線方向一端から突出し前記容器本体よりも小径の
円筒部先端に形成されており、前記複数の傾斜突起のうち１つはトナーを前記円筒部へ案
内するように設けられていることを特徴とする請求項１又は２のトナー補給キット。

【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
　本発明は、電子写真方式や静電記録方式を用いて画像を形成する複写機、プリンタ、Ｆ
ＡＸ等の画像形成装置に現像剤としてのトナーを補給するための現像剤補給キット、即ち
、トナー補給キットに関する。
【０００２】
　従来、電子写真方式を用いた複写機やプリンター等の画像形成装置には現像剤として微
粉末のトナーが使用されている。そして、画像形成装置本体の現像剤が消費された場合に
は、現像剤補給容器、即ち、トナー補給容器を用いて画像形成装置へ現像剤を補給するこ
とが行われている。
【０００３】
そのとき、トナーは極めて微細な粉末であるため、現像剤補給作業時に現像剤が飛散して
オペレータや周囲を汚すという問題があった。このため、現像剤補給容器を画像形成装置
本体の内部に据え置いて、小さな開口部から少量ずつ現像剤を排出する方式が提案、実用
されている。このような方式にあっては、現像剤は重力等の作用で自然に排出させるのは
困難であり、何らかの現像剤撹拌搬送手段が必要となる。
【０００４】
特許文献１に開示されている現像剤補給容器は、全体形状が略円筒形であり、その一端部
の円筒面には比較的小さな現像剤排出用の開口が設けられている。そして、容器内部には
螺旋状の現像剤撹拌搬送部材が設けられ、容器の端部壁面を貫通して容器外部より駆動を
受けるようになっている。又、撹拌部材の駆動側と反対側は自由端となっている。
【０００５】
　他の従来例として、特許文献２に開示されている現像剤補給容器は、全体形状は円筒形
のボトル状をなし、その内面には螺旋状の突起部を設け、一端側の中心付近に小さな現像
剤の排出口を、排出口を設けた側の容器端面に迫り出し部をそれぞれ設けている。現像剤
補給容器本体が回転することによって、螺旋状の突起部によって排出口側の端部へ搬送さ
れた現像剤は、軸方向端部の開口部近傍の迫り出し形状により案内されて容器中心付近の
排出口へ持ち上げられて容器外へ排出される。
【０００６】
特許文献３に開示されている現像剤補給容器は、やはり全体形状は円筒形のボトル状で、
その内面に螺旋状の突起部を設け、一端側の中心付近に小さな排出口を設けている。そし
て螺旋状突起部によって排出口側の端部へ搬送された現像剤を掻き上げる掻き上げ部と、
掻き上げられた現像剤を排出口へ案内する案内部を有する。
【０００７】
これら従来例は、特許文献２や特許文献３に開示されたものについては、容器本体に内装



(3) JP 4428915 B2 2010.3.10

10

20

30

40

50

される撹拌部材を持っていないため、攪拌部材の軸受けシール部に現像剤が巻き込まれる
といったような、撹拌軸受けにまつわる問題は発生しない。しかし容器本体内面に螺旋状
の突起部を設けているため、以下のような問題がある。
【０００８】
まず、螺旋状の突起部は容器内面に突き出しているため、その分は容器の内容積が小さく
なるという損失がある。これは現像剤搬送能力を高め、より現像剤を確実に搬送、制御し
ようとすると、螺旋状突起部を高く突き出さねばならず、非常に顕著となる。そして螺旋
状の突起部が高いと現像剤を充填するのも容易ではなくなってくる。
【０００９】
そして、螺旋状突起部が容器内面のほぼ全面に配置されるため、螺旋状突起部の根元等に
現像剤が滞留して残りやすく、残現像剤量が増大する。更に、物流による振動や長期間高
温高湿下に放置保管された場合等で、現像剤補給容器本体内で現像剤が凝集し固まった状
態では、現像剤の凝集物を崩すきっかけがなく、現像剤搬送性に悪影響を及ぼす。特に、
付着性や凝集性の強いトナーでは特にこの傾向は顕著であり、容器内に補給する現像剤と
して使用可能な現像剤が限られてしまうのが現状である。
【００１０】
又、このように、攪拌軸レスで、現像剤を容器の端部より補給する容器の構成では、現像
剤の流動性指数や凝集度といった物性値が現像剤搬送能力に大きく影響を与えると考えら
れていた。
【００１１】
そこで、現像剤補給容器の構成と、現像剤物性を組み合わせた発明、つまり現像剤補給容
器と現像剤と組合わせた現像剤補給キットに関する発明はいくつか提案されている。
【００１２】
その一例として、特許文献４では、トナーの粒度分布と上述のような容器の組み合わせの
提案を行っている。
【００１３】
又、他の例では、特許文献５において、トナーの円形度を考慮し、アジテーターを持たな
い回転式のトナー補給容器と組み合わせることに関する提案を行っている。
【００１４】
【特許文献１】
特公平７－１１３７９６号公報
【特許文献２】
特開平７－４４０００号公報
【特許文献３】
特開平１０－２６０５７４号公報
【特許文献４】
特開２０００－３５２８４０号公報
【特許文献５】
特開２０００－１３７３５１号公報
【特許文献６】
特開平８－１３６４３９号公報
【００１５】
【発明が解決しようとする課題】
しかしながら、前述したように、このような構成の現像剤補給キットで、特に問題になる
のは、物流による振動や長期間高温高湿下に放置保管された場合等、現像剤補給容器本体
内で現像剤が凝集し、固まった状態での現像剤排出性である。
【００１６】
従って、トナーの円形度や、粒度分布といった物性と、これらの現象と対応がとれず、着
目すべき物性は、トナーがある程度圧縮された状態での物性であり、平均粒径や円形度だ
けではそれらを議論するには十分でなかった。
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【００１７】
　従って、本発明の目的は、現像剤であるトナーの搬送能力に優れ、初期から最後まで、
安定した排出量を維持し、ほぼ完全にトナー補給容器内のトナーを排出でき、又、更なる
目的は、物流による振動や長期間高温高湿下に放置保管された場合等、トナー補給容器本
体内でトナーが凝集し、固まった状態においても、トナーの凝集が崩れ、分散しやすく、
優れたトナーの搬送能力維持し、トナー補給容器の開口部付近におけるトナーの飛散、汚
れを極力抑え、又、どんな環境においてもトナー補給容器の開口部でトナーの閉塞の発生
が全くないトナー補給キットを提供することである。
【００１８】
【課題を解決するための手段】
　上記目的は本発明に係るトナー補給キットにて達成される。要約すれば、本発明は、画
像形成装置に着脱可能なトナー補給容器とこれに収容されるトナーを備えたトナー補給キ
ットにおいて、
　前記トナー補給容器は、
　トナーを収容する回転可能な容器本体と、
　前記容器本体の回転軸線方向一端側に設けられトナーを排出するための開口と、
　前記容器本体の前記回転軸線方向一端から他端に亘って前記容器本体内に立設するよう
に固定され前記容器本体内面との間でトナー持ち上げ部を形成する板状部材であって、前
記トナー持ち上げ部が持ち上げたトナーをその後の回転に伴い前記回転軸線方向他端側か
ら一端側に向けて搬送するため前記回転軸線に対し傾斜し且つ隣り同士が前記回転軸線方
向において互いに一部が重なるように設けられた複数の傾斜突起と、前記トナー持ち上げ
部が持ち上げたトナーをその後の回転に伴い落下させるため前記回転軸線方向において隣
り合う傾斜突起の間にそれぞれ設けられた複数の貫通口と、を備えた板状部材と、を有し
、
　温度が２３℃、相対湿度が５０％の環境下において、
　１２８．４ｇ／ｃｍ2の垂直荷重を１０分間印加してトナーを圧縮状態にした粉体層を
形成し、
　この圧縮状態にされた粉体層を支持台と可動板の間に挟み込み、相違した垂直荷重の基
で可動板を水平方向に移動させて粉体層のせん断強度τ1、τ2を測定し、
　前記圧縮状態にされた粉体層を支持台と可動セルの上に跨るように載せ、この可動セル
を水平方向に移動させて粉体層の引張り破断強度σTを測定し、
　測定されたせん断強度τ1、τ2と、引張り破断強度σTにより求められるトナーの粘着
強度が０．６０～３．００ｇ／ｃｍ2となるように、トナーには一次粒子の平均粒径が１
～１００ｎｍである疎水化処理シリカ、疎水化処理酸化チタン、疎水化処理アルミナのう
ち少なくとも１つの流動性付与剤が添加されていることを特徴とするトナー補給キットで
ある。
【００２１】
　本発明の一実施態様によると、前記複数の傾斜突起は前記容器本体の一方向への回転に
伴いトナーが前記容器本体の前記回転軸線方向他端側から一端側に向けて搬送されるよう
に前記板状部材の両面に設けられている。
【００２３】
　本発明の他の実施態様によると、前記開口は前記容器本体の前記回転軸線方向一端から
突出し前記容器本体よりも小径の円筒部先端に形成されており、前記複数の傾斜突起のう
ち１つはトナーを前記円筒部へ案内するように設けられている。
【００２４】
【発明の実施の形態】
以下、本発明に係る、現像剤としてのトナーと現像剤補給容器としてのトナー補給容器と
により構成されるトナー補給キットを図面に則して更に詳しく説明する。ただし、この実
施の形態に記載されている構成部品の寸法、材質、形状、その相対配置等は、特に特定的
な記載が無い限りは、この発明の範囲をそれらのみに限定するものではない。
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【００２５】
　実施例１
　図８は、本発明のトナー補給キットを設置する画像形成装置の一例である電子写真画像
形成装置１００の縦断面図である。
【００２６】
操作者によって、原稿１０１は原稿台ガラス１０２の上に置かれる。そして、光学部の１
０３の有する複数のミラーＭとレンズＬｎにより、帯電手段２０３にて帯電された像担持
体である感光体ドラム１０４上に原稿の光像が結像し、静電潜像が形成される。
【００２７】
感光体ドラム１０４の周囲には、現像装置２０１、クリーニング手段２０２及び、一次帯
電手段２０３が配置された画像形成部が構成されている。現像装置２０１は現像剤として
のトナーＴを用いて、感光体ドラム１０４に形成された静電潜像を現像し、トナー像を形
成する。
【００２８】
一方、給送カセット１０５、１０６、１０７、１０８に積載された記録媒体Ｐ（例えば、
用紙、ＯＨＰシート等であり、以下、「用紙」と記載する。）のうち、操作部（不図示）
から操作者が入力した情報に基づいたサイズの用紙Ｐを選択する。そして、送り出しロー
ラー１０５Ａ、１０６Ａ、１０７Ａ、１０８Ａのうち、選択された給送カセットに応じた
ローラーが回転する。そして給紙カセット１０５、１０６、１０７、１０８から送り出さ
れた１枚の用紙Ｐは搬送部１０９を経由してレジストローラ１１０まで搬送する。
【００２９】
レジストローラ１１０は、感光体ドラム１０４の回転と光学部１０３のスキャンのタイミ
ングとを同期させて、用紙Ｐを感光体ドラム１０４へ搬送する。そして、用紙Ｐは、転写
手段１１１によって、感光体ドラム１０４上の、トナー像が転写される。その後、用紙Ｐ
は分離手段１１２によって感光体ドラム１０４から分離される。そして、用紙Ｐは搬送部
１１３により搬送されて定着部１１４に到る。そして、定着部１１４で熱と圧力により、
用紙Ｐ上のトナー像を定着させる。この用紙Ｐは、トレー１１７へ排出される。
【００３０】
　上記構成の電子写真画像形成装置１００において、現像装置２０１に現像剤であるトナ
ーを供給するための現像剤補給容器、即ち、トナー補給容器１が装置本体１００に着脱自
在に据置いて装着されている。画像形成装置１００においては、現像装置２０１の上方に
配置される。
【００３１】
現像剤補給容器１の開口部より排出されたトナーＴが、不図示の搬送機構により現像装置
２０１の現像容器２０１ｄ内に充填される。現像装置２０１は感光体ドラム１０４と微小
隙間（約３００μｍ）をおいて現像ローラ２０１ａを有する。トナーＴは現像ローラ２０
１ａ上に供給されて、現像に際しては、現像ローラ２０１ａに現像バイアスを加えること
により、感光体ドラム１０４にトナーが移動し、感光体ドラム１０４に形成された静電潜
像を現像し、トナー像を形成する。
【００３２】
又、クリーニング手段２０２は、トナー像が用紙に転写された後に、感光体ドラム１０４
に残留するトナーを除去するものである。現像によって減少するトナーＴは、現像剤補給
容器１から順次補給される。
【００３３】
　次に、上記の画像形成装置１００に備えられた現像剤補給容器１と、その内部のトナー
を含む現像剤Ｔとで構成される現像剤（トナー）補給キットの本発明の一例を、本実施例
として、図１、図２を用いて説明する。
【００３４】
図１は、本実施例における現像剤補給容器１の部分断面斜視図であり、図２は軸線方向か
ら見た断面図である。
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【００３５】
図１及び図２に示すように、容器本体１は、略円筒形状に形成され、その一端面１ｂのほ
ぼ中央に円筒部より小径の円形状の開口部１ａが、突設されている。本実施例では、開口
部１ａの内径は、容器本体の内径の１／７とした。
【００３６】
開口部１ａには開口部１ａを閉じる封止部材２が設けてあり、この封止部材２が容器１の
軸方向（矢印方向）に相対的にスライドすることにより、開口部１ａ開閉動作を行う構成
になっている。画像形成装置１００に設置するときは、軸線Ｘ－Ｘ方向を用紙Ｐの進行方
向に水平に交差する方向に向けて、図８に説明した位置に、開口部１ａの方を奥に押し込
むように、取り付ける。
【００３７】
　開口部１ａの大きさは、現像剤としてのトナーの排出性を左右する重要なファクターで
ある。開口部１ａを大きくすれば、排出量はそれだけ多くできるが、逆に大きくとりすぎ
ると、現像剤が開口部１ａでフラッシングしやすくなり、開口部１ａ付近の汚れがひどく
なる。特に、開口部１ａの封止部材２を外した直後ではその傾向は顕著である。又、逆に
、小さいと、十分な排出量が得られないばかりか、トナーが閉塞気味になる傾向があり、
排出できなくなる。
【００３８】
これに関して、検討結果から、開口部１ａを円形としたとき、開口部１ａの内径は、円筒
部分の容器本体１の内径の１／２０～１／３が好ましいことを見出した。
【００３９】
次に、現像剤補給容器１の内部の構成について説明する。
【００４０】
容器本体１は略円筒形状を有しており、画像形成装置１００本体内に略水平方向に配置さ
れ、装置本体１００から回転駆動を受けて、容器本体であるボトル１が回転する構成にな
っている。
【００４１】
そして、このボトル１の内部には内部を二分するように、搬送部材としての仕切り壁３が
容器の略全長にわたって設けてあり、仕切り壁３の両面には容器本体１の回転軸線Ｘ－Ｘ
に対して鏡面対称に配置させた、軸線方向に対して傾斜した面を有する突出部（突起部）
３ａが複数個設けてある。又、仕切り壁３には、仕切り壁３の両面を現像剤が行き来でき
るように、適度な大きさと数だけ、仕切り壁３を貫通する穴部３ｃが設けてある。
【００４２】
そして、図２に示す傾斜突起部３ａの傾斜角度θは現像剤の搬送性を左右する重要なファ
クターである。本発明の容器構成では、傾斜角度θは３０°～７５°、好ましくは４５°
～７０°の範囲とする。そして、本実施例では、この傾斜した突起部３ａの傾斜角は４５
°とした。
【００４３】
傾斜角度θを７５°より急勾配にすると、傾斜突起部３ａの傾斜面上を滑る現像剤は、よ
り垂直落下に近い状態なるため、現像剤はより滑りやすくなり、現像剤の搬送量は高くな
るが、一個当たりの傾斜突起部３ａに対する搬送距離ｓは短くなるため、搬送速度は低く
なる。
【００４４】
逆に、傾斜角度θを３０°よりも緩やかにすると、１個当たりの傾斜突起部３ａに対する
搬送距離ｓが長くなるので、搬送速度は高くなる傾向にあるが、あまり角度を緩くし過ぎ
ると、現像剤が傾斜突起部３ａ上を滑り落ちなくなる。
【００４５】
このように傾斜角度θを変えることにより、所望の現像剤搬送能力に最適設計することが
できる。
【００４６】
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この傾斜した突起部３ａの一端は開口部１ａに達しており、最終的にこの突起部３ａから
開口部１ａを通って現像剤が排出される。この突起部３ａは、図１、２に示すように仕切
り壁３の表面と裏面にそれぞれ同一回転方向で現像剤が搬送されるように回転軸Ｘ－Ｘ対
称に配置されている。
【００４７】
次に、この現像剤補給容器１の現像剤排出原理について図３を用いて説明する。図３（ａ
）のように、容器本体１が矢印Ｙ方向に回転すると、回転に伴い現像剤Ｔは仕切り壁３の
持ち上げ部（仕切り壁のうちトナーを重力方向下方から上方へと持ち上げることができる
領域）によって徐々に持ち上げられる。やがて図３（ｂ）のように回転が進むと、持ち上
げ部によってすくい上げられた現像剤Ｔは、重力の落下作用により、傾斜突起部３ａによ
って容器本体１前方（排出開口側へ向けて）に搬送されるものと、仕切り壁３の穴部から
裏側に落下されるものとがある。このように、現像剤Ｔの搬送動作を行いつつ、攪拌動作
をも効率よく行うので、開口部から排出された現像剤Ｔは非常に良い状態となっている。
【００４８】
又、持ち上げ部によって持ち上げられなかった現像剤Ｔは、落下部である穴部３ｃを通り
抜けるので、このとき、現像剤の持ち上げと並行してこの通り抜けにより現像剤の攪拌動
作を行うことができる。
【００４９】
この動作を繰り返すことにより、図３（ｃ）のように、容器本体１内部の現像剤Ｔは排出
口側へ順次、撹拌・搬送され、最終的に開口部１ａに通じた案内部としての傾斜突起部３
ａから開口部１ａと現像剤Ｔが搬送され、開口部１ａから排出される。
【００５０】
この傾斜突起部３ａは、仕切り壁３から突き出した形で設けているので、現像剤補給容器
であるトナーボトル１の回転によってボトル１内部の現像剤Ｔの凝集物を切り崩す役割を
果たしている。更に、切り崩した現像剤Ｔを傾斜突起部３ａ傾斜によって前方に搬送する
。こうして、撹拌と搬送の２つの機能を同時に果たしている。
【００５１】
このような構成では、まず、ボトル１内部に攪拌部材がないため、攪拌軸受け部での粗粒
発生の危険性がない。
【００５２】
更に、現像剤は、仕切り壁と３傾斜突起部３ａによって、効率よく搬送され、定量排出性
に優れている。
【００５３】
　又、仕切り壁３を貫通する穴部３ｃがあることで、現像剤に流動性が付与され、優れた
搬送能力を与える。しかし、穴部３ｃが大きすぎたり数が多かったりすると、仕切り壁３
によって現像剤を掬い上げることができなくなるので、好適な大きさと数に調整する。
【００５４】
又、個々の傾斜突起を回転軸方向に投影すると、個々の傾斜突起は一部が互いに重なるよ
うに配置されている。これは、ある傾斜突起によって開口部へ向けて前方に案内、搬送さ
れてた現像剤が次の回転時にこれの前方にある傾斜突起によって案内、搬送されるように
する為である。即ち、効率よく現像剤を攪拌、搬送する為である。
【００５５】
本実施例のトナー容器１を、周面に螺旋状突起部を有する容器と比較しても、仕切り壁３
、傾斜突起部３ａによる現像剤の攪拌は、攪拌効果が高く、ボトル１内で現像剤の流動性
が付与される。
【００５６】
又、仕切り壁３があるため、ボトル１が補強され、薄肉化できる。
といったメリットもある。
【００５７】
しかしながら、上述したトナー補給容器１の構成では、物流による振動や長期間高温高湿
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下に放置保管された場合等に、容器本体１内に撹拌部材等を持っていないがために、容器
本体１内でトナーが凝集し、固まった状態、所謂トナーブリッジが発生したとき、それを
崩す手段が無いため、満足な排出性能が得られないといった懸念が生じた。特に、付着性
や凝集性の強い現像剤ではこの傾向が顕著であった。そのため、このような現像剤では現
像剤補給容器構成の機能を十分に発揮できない。
【００５８】
又、物流による振動や長期間高温高湿下に放置保管された、付着性や凝集性の強い現像剤
を現像剤補給容器１に収納すると、排出口である開口部１ａで現像剤Ｔが凝集したり付着
して、開口部１ａで閉塞気味になり、排出性を著しく阻害し、ついには、現像剤の補給が
できなくなってしまう。
【００５９】
そこで、本発明では、現像剤補給キットとして、現像剤補給容器１に収納するのに適する
現像剤Ｔの粉体物性について検討をした。
【００６０】
一般に、現像剤Ｔの付着性、凝集性を表す指標として、ふるい上に現像剤Ｔ中の粉体をの
せて振動をあたえ、ふるいの上に残留する粉体の割合を測定することによってきまる「凝
集度」が使われるが、この測定方法では、「凝集度」は、現像剤Ｔがふるいによって流動
性を付与された状態での物性値であるため、現像剤補給容器の現像剤搬送性、排出性の現
象と対応がとれなかった。
【００６１】
以上の問題点を鋭意検討した結果、本発明においては、特徴として、ある程度圧密した状
態の現像剤の粉体層の付着特性、せん断特性が大きく関与する点に注目した。
【００６２】
ここで、現像剤の粉体層としては、現像剤がトナーのみであるときは、当然、トナー粉体
層であり、現像剤がトナーとキャリアの混合物である場合は、その混合物（粉体）を表す
ものである。
【００６３】
そこで、現像剤における粉体層の付着特性、及びせん断特性を表す指標値として、粉体の
粘着強度、せん断指数に着目し、これらの物性値がある程度の範囲内の値である現像剤と
組み合わせることで、上記の問題がまったく起こらず、本発明の現像剤補給容器の構成の
効果を最大限に且つ、相乗的に引き出した、極めて良好な現像剤補給キットを提供できる
ことを見出した。
【００６４】
本発明における、現像剤の粘着強度、せん断指数の測定方法を以下に述べる。下記で説明
する現像剤を上記現像剤補給容器に使用することで、現像剤補給キットの使用初期から現
像剤の攪拌、搬送を良好に行うことができる。即ち、信頼性の高い現像剤補給キットを提
供することができる。
【００６５】
測定には、パウダーベッドテスター（商品名ＰＴＨＮ－１３ＢＡ型：三協電業製）を用い
た。
【００６６】
まず、現像剤Ｔの粉体層Ｔ２に対する垂直荷重が１２８．４ｇ／ｃｍ2となるような錘を
１０分間載せることにより、粉体層Ｔ２を圧縮状態にした後、以下に説明する、現像剤Ｔ
の粉体層Ｔ２に関する二種類の測定を行う。なお、測定にあたっては、支持台４２’上の
粉体層Ｔ２の厚みは略１ｃｍ以上であることが好ましく、本実施例では粉体層の厚みは略
１ｃｍである。また、測定環境は、温度が２３℃、相対湿度が５０％である。
【００６７】
この垂直荷重についてであるが、容器１内の現像剤Ｔが物流時や、長期放置されて圧密さ
れた状態になったときの現像剤Ｔのかさ密度を再現できるような垂直荷重を検討した結果
、１２８．４ｇ／ｃｍ2を１０分間現像剤に付与することが良いことが経験的にわかった
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。
【００６８】
尚、錘を載せる時間は１０分でなくても良く、粘着強度、せん断指数を求めるに当たって
複数回測定する引っ張り強度、せん断強度が大きく変動せずに安定した値を得ることがで
きる時間（粉体層の圧縮状態が飽和する時間）であれば良い。即ち、本実施例では、引っ
張り強度、せん断強度をそれぞれ複数回測定し、それぞれの平均値を用いて粘着強度、せ
ん断指数を求めている。
【００６９】
具体的には、図４に示すように、内部に現像剤Ｔの粉体層Ｔ２を収納した可動セル４１を
水平方向に引っ張り、可動セル４１内の粉体層Ｔ２が破断するとき（左右方向において略
２分される）の引っ張り強度σTを測定する。
【００７０】
次に、図５に示すように、ノッチを設けた方を上側に向けて配置された支持台４２’（Ｓ
ＵＳ製）に対して、粉体層Ｔ２を挟むようにノッチを設けた方を下側に向けて可動板４２
（アルミ製）を配置し、そして上方より粉体層Ｔ２に垂直応力σを付与しながら可動板４
２を水平移動させて、粉体層Ｔ２のせん断を行い（粉体層Ｔ２が上下方向において略２分
される）、せん断強度τを測定する。尚、このせん断強度τは、相違した垂直応力σの元
で二回測定を行い、τｉ（τ1、τ2）を得る。なお、せん断強度は、可動板の水平移動初
期に一旦大きくなり、その後、ある値に落ち着く（定常状態）傾向がある。本実施例では
、可動板の水平移動が開始された初期の値をせん断強度としている。
【００７１】
この測定した引っ張り強度σTと１回目のせん断強度τ1（垂直応力σ1）、及び２回目の
せん断強度τ2（垂直応力σ2）をｗａｒｒｅｎ　ｓｐｒｉｎｇの式（２）に導入して、粘
着強度τ0、せん断指数ｎを算出する。
【００７２】
（τi／τ0）

n＝（σi＋σT）／σT　（ｉ＝１、２）　　　　　　　（２）
【００７３】
又、せん断強度τiの測定に用いるノッチ付き可動板４２は、下記の条件のものを使用し
た。
【００７４】
ノッチの高さ：１ｍｍ
ノッチのピッチ：１．５ｍｍ
【００７５】
本発明においては、上述した測定方法によって得られた現像剤における粉体層Ｔ２の粘着
強度τ0、つまり、垂直荷重１２８．４ｇ／ｃｍ2付与後の粘着強度が、０．６０ｇ／ｃｍ
2以上３．００ｇ／ｃｍ2以下であるのが好ましい。
【００７６】
粘着強度が、０．６０ｇ／ｃｍ2未満であると、現像剤Ｔが現像剤補給容器１の開口部１
ａからフラッシングしやすくなり、開口部１ａと現像装置の結合部付近の現像剤の汚れが
ひどくなる。
【００７７】
特に、現像剤補給容器１の開口部１ａの封止部材２を外した直後に、排出動作を行ってい
ないにも関わらず現像剤Ｔが多量に排出されてしまう、フラッシング現象が発生する傾向
にある。又、現像剤Ｔを容器１に充填するとき、現像剤Ｔがなかなか沈降せず、見かけの
かさ密度が減少しにくいため、充填しにくく、製造上問題がある。
【００７８】
又、粘着強度が、３．００ｇ／ｃｍ2以上であると、現像剤Ｔは、凝集しやすく、容器１
の開口部１ａで閉塞して排出不可能になる可能性が高い。又、容器１内壁や傾斜突起部３
ａ上に付着する現像剤Ｔが多くなり、その結果、最後まで使用されずに残留する現像剤Ｔ
の量が多くなってしまう。



(10) JP 4428915 B2 2010.3.10

10

20

30

40

50

【００７９】
又、それゆえに、現像剤Ｔは、垂直荷重１２８．４ｇ／ｃｍ2付与したときのせん断指数
が１．０２～５．００であることが好ましい。
【００８０】
せん断指数が１．０２未満では、現像剤Ｔが現像剤補給容器１の開口部１ａからフラッシ
ングしやすくなり、開口部１ａと現像装置の結合部付近の現像剤の汚れがひどくなる。特
に、現像剤補給容器１の開口部１ａの封止部材２を外した直後に、一度に現像剤Ｔがフラ
ッシングしてしまうという弊害がおこる。
【００８１】
又、せん断指数が５．００以上であると、本発明の容器構成では、傾斜突起部３ａ上を現
像剤Ｔがすべって搬送されるが、その突起部３ａの傾斜面上を現像剤Ｔが効果的に滑るこ
とができず、搬送性が悪化する。排出速度も遅くなり、最後まで使用されない残留した現
像剤Ｔや、容器１内壁や傾斜突起部３ａ上に付着する現像剤Ｔが多くなってしまう。更に
、物流による振動や長期間高温高湿下に放置保管された場合等に、容器本体内で現像剤が
凝集し、固まった状態になると、現像剤の粒子間の粘着力が高く、容器を回転させても現
像剤の凝集物は全然崩れず、現像剤は排出できない。
【００８２】
現像剤の、垂直荷重１２８．４ｇ／ｃｍ2付与したときの粉体層の粘着強度を０．６０ｇ
／ｃｍ2～３．００ｇ／ｃｍ2の値にする方法、及びせん断指数を１．０２～５．００に値
にする方法としては、限定されないが、例えば、方法のひとつとして、本発明の現像剤補
給容器に収納される現像剤において、良好な排出特性を示すために、流動性付与剤として
、疎水化処理した、シリカ微粉体やアルミナ微粉体や酸化チタン微粉体の少なくとも一種
類を、現像剤であるトナー粒子に外添し、トナーの凝集性、付着性を抑制するのが好まし
い。
【００８３】
又、それらの流動性付与剤は疎水化処理されているため、特に高温高湿下でも、水分の影
響を除外し、凝集を防ぐことができる。又、環境に依らず安定した帯電性を長時間維持で
きる。
【００８４】
そして、該流動性付与剤の一次粒子の平均粒径が好ましくは１～１００ｎｍ、より好まし
くは４～８０ｎｍであることが好ましい。
【００８５】
１ｎｍより小さいと、外添の際に現像剤のトナー表面に埋め込まれやすくなるため、付着
性、凝集性が強くなり、又、転写不良も発生する。又、１００ｎｍより大きい場合でも、
トナーの凝集性が強化されてしまい、その上、帯電が不均一になり、静電凝集が発生し、
又、かぶりやトナー飛散などの弊害も生じる。
【００８６】
そして、流動性付与剤のような微粉体は、現像剤のトナー粒子１００重量部に対して、０
．０３～５重量部外添するのが好ましい。この範囲で外添したときに適切な表面被覆率に
なり、トナー粒子同士が付着し、凝集するのを抑制できる。
【００８７】
こうした流動性付与剤の一次平均粒径を測定する方法は、流動性付与剤を透過電子顕微鏡
で観察し、視野中の１ｎｍ以上の１００個の粒子径を測定し、平均を求める方法を採用す
る。
【００８８】
こうした現像剤の作成法としては、実施例２にて後に説明するように、成分を混合して粉
砕する粉砕法で作成しても、溶媒中で重合する重合法で作成してもよいが、本実施例にて
は、現像剤として、粉砕法で形成した下記の構成の非磁性トナーＡを採用した。
【００８９】
・トナーＡ
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ポリエステル樹脂９３重量部
ワックス５重量部
銅フタロシアニン７重量部
荷電制御剤２重量部
【００９０】
上記の物質を、粉体混合機で予備混合したものを二軸押し出し機にて加熱、溶融混練した
。溶融混練物を冷却後、ハンマーミルを用いて約１～２ｍｍ程度に粗粉砕し、ついでエア
ージェット方式による微粉砕機で微粉砕した。更に、得られた微粉砕物を、多分割分級装
置で微粉及び粗粉を同時に厳密に除去して、シアントナー粒子を得た。得られたシアント
ナー粒子は体積平均粒径８．５μｍであった。
【００９１】
このシアントナー粒子の１００重量部に対して、平均径５ｎｍの疎水化処理酸化チタンを
０．８重量部、ヘンシェルミキサーで外添し、シアントナーＡを得た。
【００９２】
トナーＡは、粉体層において垂直荷重１２８．４ｇ／ｃｍ2付与したとき、粘着強度は２
．３ｇ／ｃｍ2、せん断指数は３．３７であった。
【００９３】
又、ワックスの添加量は、トナーの結着樹脂１００重量部に対して５．４重量部である。
【００９４】
前記に説明した図１、２に示した構成の現像剤補給容器１に、現像剤ＴであるトナーＡを
充填し、図８の画像形成装置１００に取りつけて回転させたところ、排出初期から、良好
な現像剤排出性を示し、現像剤Ｔもほぼ最後まで排出され、残留する現像剤Ｔは極めて少
なく、容器１内壁に付着している現像剤Ｔも殆どなかった。
【００９５】
更に、容器１内では始めに高湿度等の条件により現像剤Ｔは、凝集してブロッキングして
いても、容器１を回転させると、すぐにそのブロッキングは効果的に崩れ、良好な排出性
を示した。又、開口部１ａでの現像剤Ｔによる閉塞も殆ど起こらなかった。現像剤Ｔはほ
ぼ最後まで排出され、残留する現像剤Ｔは極めて少なく、容器１内壁に付着している現像
剤Ｔも殆どなかった。
【００９６】
比較例１
ここで、本実施例との比較例として、現像剤Ｔとして、粉砕法で作成されるトナーＦにつ
いて説明する。トナーＦに含まれるワックスの量は、結着樹脂に対して１０重量部である
が、トナーＦには、トナーＡに添加された疎水化処理酸化チタンのような流動性付与剤が
添加されてない。
【００９７】
・トナーＦ
スチレン－アクリル樹脂１００重量部
平均粒径０．０５μｍの磁性体９０重量部
ワックス１０重量部
【００９８】
上記成分を粉体混合機で予備混合したものを二軸押し出し機にて加熱、溶融混練した。溶
融混練物を冷却後、ハンマーミルを用いて約１～２ｍｍ程度に粗粉砕し、ついで機械式粉
砕装置による微粉砕機で微粉砕した。更に、得られた微粉砕物を多分割分級装置で微粉及
び粗粉を除去してトナー粒子を得た。得られた磁性トナー粒子は体積平均径９．８μｍで
あった。
【００９９】
このシアントナー粒子の１００重量部に対して、一次平均径１２０ｎｍの酸化チタンを、
０．５重量部、ヘンシェルミキサーで外添し、トナーＦを得た。
【０１００】
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トナーＦの粉体層において垂直荷重１２８．４ｇ／ｃｍ2付与したとき、粘着強度、及び
せん断指数を上記の方法で測定した結果、３．８ｇ／ｃｍ2、６．９となり、本発明の範
囲外の値を示した。
【０１０１】
前記に説明した図１、２に示した構成の現像剤補給容器１に、現像剤Ｔとして、トナーＦ
を充填し、図８の画像形成装置１００に取り付けて回転させたところ、現像剤Ｔの約１０
％以上が最後まで排出されず残留した。又、容器１内壁に付着している現像剤Ｔも多かっ
た。
【０１０２】
更に、容器１内で、高湿度等の条件により現像剤Ｔがブロッキングしていると、現像剤Ｔ
のブロックは、容器１を５分以上回転させないと崩れなかった。その上、崩れた後も、排
出速度は非常に遅いものの排出されたが、相当悪いレベルであった。
【０１０３】
本実施例のトナーＡと比較例１のトナーＦとを、比較して明らかなように、現像剤におけ
る粉体層の粘着強度が本発明の範囲内、つまり垂直荷重１２８．４ｇ／ｃｍ2付与したと
きに０．６０ｇ／ｃｍ2～３．００ｇ／ｃｍ2の範囲内の値であるものが良好な結果を示す
。
【０１０４】
そして、トナーＡには、トナーＦには含まれていない、疎水化性処理酸化チタンのような
流動性付与剤が含まれていることによって、所定の圧力で圧密した状態の粘着強度やせん
断指数を下げることができ、本発明の範囲内に納めることが可能になることが予想できる
。
【０１０５】
以上のことから、本発明にて用いられる現像剤としては、粉体層における粘着強度が、垂
直荷重１２８．４ｇ／ｃｍ2付与したとき、０．６０ｇ／ｃｍ2～３．００ｇ／ｃｍ2の範
囲内にあれば、環境に関係なく現像剤補給容器内の現像剤搬送性が維持でき、その付着強
度及びせん断指数をその範囲内に調整するには、一次粒子の平均粒径が１～１００ｎｍで
ある疎水化処理シリカ、疎水化処理酸化チタン、又は、疎水化処理アルミナの少なくとも
ひとつである流動性付与剤を添加する方法が有効であることがわかる。
【０１０６】
そして、本発明の現像剤補給キットに好適である本実施例の現像剤補給容器１としては、
上記に説明したように、次の特徴が挙げられる。
【０１０７】
（１）円筒状をなすことにより、容器内面を現像剤が滑らかに移動することができるため
、現像剤の搬送性をよくし、残留する現像剤が少ない。
【０１０８】
（２）開口部が容器本体の回転軸線方向一端側の端面上にあって、回転軸線上に設けられ
ているので、現像剤補給容器の開口部付近で現像剤の飛散や汚れが少なく、開口部は円形
であるので、開口部を封止する封止部材のシール性が高く、現像剤がもれにくいものであ
り、しかも開口部の内径が容器本体内径の１／２０～１／３であるので、現像剤が開口部
からもれたり、フラッシングして汚れるのを極力防止し、適切な現像剤搬送速度を制御す
ることが可能となる。
【０１０９】
（３）仕切り壁に設けられた突起部の少なくとも一端は開口部に接続する案内部を有する
ので、確実に現像剤を開口部まで搬送する。
【０１１０】
（４）傾斜した突起部の傾斜角度は、３０°～７５°であるので、確実な現像剤搬送性を
維持でき、又、この範囲内にて傾斜角度を調整することで、所望の現像剤搬送能力に最適
設計することが可能となる。
【０１１１】
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（５）仕切り壁には、貫通する穴部が設けられているので、現像剤補給容器内部の現像剤
の攪拌効果が高まり、流動性が付与されるため、現像剤の搬送性をよくし、残留する現像
剤が少ない。
【０１１２】
こうした（１）～（５）に示した特徴を持つ本実施例の現像剤補給容器１は、この種の現
像剤補給容器における好適な一例であるが、本発明は、現像剤を排出するための開口部を
有する容器本体と、容器本体内部の回転軸線方向に連続して設けられ、容器本体内を複数
に分割するように設けられた仕切り壁と、を有し、仕切り壁は、表面から突起して且つ軸
線に対して傾斜した面を有する突起部が設けられた構成の現像剤補給容器に適用可能であ
る。
【０１１３】
この現像剤補給容器に、トナーＡのような、垂直荷重１２８．４ｇ／ｃｍ2付与したとき
の粉体層の粘着強度が、０．６０ｇ／ｃｍ2～３．００ｇ／ｃｍ2である現像剤を収容した
現像剤補給キットは、安価で、図８のような、画像形成装置１００に設けて画像形成を行
っても粗粒も全く発生しない。
【０１１４】
そして、繰り返し使用可能な信頼性の高い現像剤補給容器構成に対して、現像剤の搬送能
力に優れ、且つ排出後半においても安定した排出量を維持することが可能となる。
【０１１５】
更には、現像剤補給容器内に最後まで使用されずに残留する現像剤や、容器内壁に付着す
る現像剤を非常に少なくし、ほぼ完全に現像剤補給容器内の現像剤を排出することができ
る。
【０１１６】
更には、物流による振動や長期間高温高湿下に放置保管された場合など、現像剤補給容器
本体内で現像剤が凝集し、固まった状態にも、少ない外力で現像剤が崩れ、優れた現像剤
の搬送能力を維持し、最後まで安定した排出量を維持することのできる現像剤補給キット
を提供することが可能となる。
【０１１７】
更には、現像剤補給容器の開口部付近の現像剤の飛散・汚れを極力抑え、又、どんな環境
においても現像剤補給容器の開口部で現像剤の閉塞の発生が全くない現像剤補給キットを
提供することが可能となる。
【０１１８】
又、上記に説明した現像剤補給容器の構成に対して、収納される現像剤において、粉体層
に垂直荷重１２８．４ｇ／ｃｍ2付与したときのせん断指数は１．０２～５．００である
ことが好ましい。
【０１１９】
実施例２
本実施例においては、現像剤の粉対層の粘着強度を、垂直荷重１２８．４ｇ／ｃｍ2付与
したときに０．６０ｇ／ｃｍ2～３．００ｇ／ｃｍ2の値にする方法、及びせん断指数を１
．０２～５．００の値にする方法について説明する。
【０１２０】
その方法のひとつとしては、実施例１に説明したように、本発明のトナー補給容器１に収
納される現像剤Ｔにおいて、現像剤の凝集性、付着性を抑制する流動性付与剤として、一
次粒子の平均粒径が１～１００ｎｍである疎水化処理したシリカ微粉体、アルミナ微粉体
又は酸化チタン微粉体の少なくとも一種類を現像剤中のトナー粒子に外添する方法が挙げ
られる。
【０１２１】
これらの流動性付与剤を、適切な表面被覆率になるように添加することによって、高温高
湿下でも、安定した帯電性を長時間維持でき、トナー粒子同士が付着し、凝集するのを抑
制できる。
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【０１２２】
このように、トナー粒子間の引力を阻害する、トナー粒子間の接触面積を少なくして、現
像剤の粉体層の、所定の圧力をかけて圧密した状態の粘着強度とせん断指数を所定の値に
する方法としては、現像剤に流動性付与剤を添加することに加え、更に、現像剤中のトナ
ーの形状を制御することが好ましい。
【０１２３】
トナーの形状を制御して、粉体層における粘着強度を、垂直荷重１２８．４ｇ／ｃｍ2付
与したとき、０．６０ｇ／ｃｍ2～３．００ｇ／ｃｍ2にする方法としては、現像剤のトナ
ー中に、下記に説明する式（３）で示されるトナー円形度ａが０．９００以上のものを８
０％以上１００％以下、好ましくは、その条件に加えて、０．９５以上のものが個数基準
で６７％以上１００％以下存在させる方法がある。
【０１２４】
円形度ａ＝Ｌ０／Ｌ　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３）
（式中、Ｌ０は粒子像と同じ投影面積を持つ円の周囲長を示し、Ｌは粒子像の周囲長を示
す。）
【０１２５】
トナー中に円形度ａが０．９００以上のものが８０％未満であると、トナー粒子間の接触
面積が多くなり、トナー粒子間の摩擦力が大きくなる。すると、図１、２に示される現像
剤補給容器１の構成では攪拌部材を持たないため、物流時に現像剤がブロッキングしたと
きに、簡単な外力ではその凝集状態を解くことができず、排出すらできなくなり、又、傾
斜突起部３ａを滑りにくくなり、現像剤の搬送能力が悪くなり、転写効率も悪くなる。
【０１２６】
平均円形度の求め方としては、粒子の形状を定量的に表現する簡便な方法を用い、本発明
では、東亜医用電子社（株）製フロー式粒子像分析装置「ＦＰＩＡ－１０００（商品名）
」を用いて測定を行い、測定された粒子の円形度を下記式（４）により求め、測定された
全粒子の円形度の総和を全粒子数で除した値を平均円形度と定義する。
【０１２７】
円形度ａ＝Ｌ０／Ｌ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４）
（式中、Ｌ０は粒子像と同じ投影面積を持つ円の周囲長を示し、Ｌは粒子像の周囲長を示
す。）
【０１２８】
この円形度はトナー粒子の凹凸の度合いの指標であり、トナーが完全な球形の場合１．０
０を示し、表面形状が複雑になるほど円形度は小さな値となる。又、本発明における円形
度分布の標準偏差は、ばらつきの指標であり、数値が小さいほどシャープな分布であるこ
とを示す。
【０１２９】
尚、ここで用いた測定装置「ＦＰＩＡ－１０００（商品名）」は、各粒子の円形度を算出
後、得られた円形度によって、円形度０．４～１．０を６１分割してクラスに分け、分割
点の中心値と頻度を用いて平均円形度及び円形度標準偏差の算出を行う算出法を用いてい
る。この算出法で算出される平均円形度及び円形度標準偏差の各値と、上述した各粒子の
円形度を直接用いて算出される平均円形度及び円形度標準偏差の各値と、の誤差は非常に
少なく、実質的には無視できる程度である。
【０１３０】
本発明においては、算出時間の短縮化や算出演算式の簡略化の如きデータの取り扱い上の
理由で、上述した各粒子の円形度を直接用いる算出式の概念を利用し、一部変更した測定
装置「ＦＰＩＡ－１０００（商品名）」による算出法を用いた。
【０１３１】
具体的な円形度ａの測定方法としては、予め不純物を除去した水１００～１５０ｍｌ中に
分散剤として界面活性剤、好ましくはアルキルベンゼンスルフォン酸塩を０．１～０．５
ｍｌ加え、更に測定試料を０．１～０．５ｇ程度加える。試料を分散した懸濁液は超音波
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分散機で約１～３分間分散処理を行い、分散液濃度を１．２～２．０万個／μｌとして、
上記フロー式粒子像測定装置「ＦＰＩＡ－１０００（商品名）」を用い、０．６０μｍ以
上１５９．２１μｍ未満の円相当径を有する粒子の円形度分布を測定する。
【０１３２】
測定の概略は、東亜医用電子社（株）発行の「ＦＰＩＡ－１０００（商品名）」のカタロ
グ（１９９５年６月版）、測定装置の操作マニュアル及び特許文献６に記載されているが
、以下の通りである。
【０１３３】
試料分散液は、フラットで扁平な透明フローセル（厚み約２００μｍ）の流路（流れ方向
に沿って広がっている）を通過させる。フローセルの厚みに対して交差して通過する光路
を形成するように、ストロボとＣＣＤカメラが、フローセルに対して、相互に反対側に位
置するように装着される。試料分散液が流れている間に、ストロボ光がフローセルを流れ
ている粒子の画像を得るために１／３０秒間隔で照射され、その結果、それぞれの粒子は
、フローセルに平行な一定範囲を有する２次元画像として撮影される。それぞれの粒子の
２次元画像の面積から、同一の面積を有する円の直径を円相当径として算出する。それぞ
れの粒子の２次元画像の投影面積及び投影像の周囲長から上記の円形度算出式（４）を用
いて各粒子の円形度を算出する。
【０１３４】
現像剤中のトナーを、こうして測定される円形度ａを０．９００以上にする方法としては
、特に限定されるものはないが、例えば、粉砕法トナーでは結着樹脂、着色剤を少なくと
も含有する混合物を、溶融混練し、得られた混練物を冷却した後、冷却物を粉砕するが、
その粉砕装置を適宜選択すればよい。
【０１３５】
その粉砕装置には、例えば、ジェット気流を用いたジェット気流式粉砕装置、特に衝突式
気流式粉砕機、機械式粉砕装置がある。又、粉砕後、粉砕物をハイブリタイザーにより粒
子の形状を改質してもよい。
【０１３６】
又、粉砕法以外に、重合性単量体と着色剤及びワックスを有する混合物を重合せしめるこ
とにより、直接的にトナー粒子を得る重合トナー製法でもよい。
【０１３７】
一方、近年、画像形成装置は高速化のニーズが高くなっており、定着時のトナーの耐オフ
セット性を向上させるために、現像剤中のトナーにワックス等の離型性の高い材料を添加
することが多い。本発明におけるトナー補給容器は、いうまでもなく、そうした高速機対
応の画像形成装置にも充分対応するものであり、内部に収納される現像剤も、所定の圧力
をかけて圧密したときの粘着強度、せん断指数が本発明の範囲にあるものであれば、現像
剤にワックスを添加してもなんら問題は無い。
【０１３８】
現像剤がワックスを内添したトナーである場合には、ワックスの添加量はトナーの結着樹
脂１００重量部に対して０．５～２０重量部であることが好ましい。
【０１３９】
０．５重量部未満の添加では、粉砕法、重合法のいずれにおいても、現像剤の低温定着性
，耐ブロッキング性及び耐オフセット性に悪影響を及ぼす。
【０１４０】
又、２０重量部を超える場合は、粉砕法による製造においては、ワックスは結着樹脂中に
分散され、トナー粒子の表面に存在するため、トナーの付着性、凝集性が強くなる。又、
遊離したワックスが多く存在してしまい、そのワックスが現像剤補給容器の傾斜突起部や
容器内壁に付着し、現像剤の搬送性に悪影響を及ぼす。
【０１４１】
重合法による製造においても、造粒時にトナー粒子同士の合一が起きやすく、重合性単量
体と着色剤及びワックスを有する混合物を重合せしめて、直接的にトナー粒子を得るので
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、トナー粒子内部に多量のワックスを内包化しているが、製造時に重合しない遊離ワック
スが存在してしまう。粉砕法で作成されたトナーと同様、現像剤の搬送性に悪影響を及ぼ
す。
【０１４２】
又、本発明における現像剤は、トナー粒子に磁性体を内添する磁性トナーであっても、非
磁性トナーであっても適用可能である。又、トナーとキャリアの混合物であっても適用可
能である。
【０１４３】
本実施例においては、これらの性質を備えた、本発明の範囲内にて、実施例１で用いた粉
砕法にて作成された非磁性トナーであるトナーＡ以外の現像剤も採用し、実施例１におけ
る現像剤であるトナーＡ、比較例１におけるトナーＦ及び、それ以外のトナーＢ、Ｃ、Ｄ
、二成分現像剤Ｅを用いて、実施例１と同様の現像剤補給容器１と組合わせた現像剤補給
キットを比較して説明する。
【０１４４】
・トナーＡ：実施例１にて説明したものと同様の非磁性トナーであり、平均径５ｎｍの疎
水化処理チタンが全体に対して０．８重量部含まれ、ワックスの重量部は結着樹脂１００
重量部に対して５．４重量部である。トナーＡはシアントナーであるが、他の色の非磁性
顔料を用いても同様の結果を示す。
【０１４５】
実験例１
実施例１の図１に示した構成の現像剤補給容器１に、現像剤ＴとしてトナーＡを容器の内
容積に対して、０．４３ｇ／ｃｃの量を充填し、容器を１７ｒｐｍの速さで回転し、現像
剤Ｔの排出性試験を行ったところ、排出初期から、良好な現像剤排出性を示し、現像剤Ｔ
もほぼ最後まで排出され、残留する現像剤は極めて少なく、容器内壁に付着している現像
剤Ｔも殆どなかった。
【０１４６】
更に、トナーＡを容器の内容積に対して、同様に、０．４３ｇ／ｃｃの量を充填した現像
剤補給容器１を横におき、タッピング１０００回行った後、同様に排出性試験を行った。
容器１内では始め、現像剤Ｔはブロッキングしているものの、容器１を回転させると、す
ぐにそのブロッキングは効果的に崩れ、良好な排出性を示した。又開口部１ａでの現像剤
Ｔの閉塞も殆ど起こらなかった。現像剤Ｔはほぼ最後まで排出され、残留する現像剤Ｔは
極めて少なく、容器１内壁に付着している現像剤Ｔも殆どなかった。
【０１４７】
・トナーＢ：トナーＡが粉砕法で作成された非磁性トナーであるのに対して、磁性体を加
えて磁性トナーとしたところが特徴である。尚、平均径１８ｎｍの疎水化処理シリカが全
体に対して０．９０重量部含まれ、ワックスは結着樹脂１００重量部に対して８重量部で
ある。
【０１４８】
実験例２
・トナーＢ
ポリエステル樹脂１００重量部平均粒径０．４μｍの磁性体９０重量部ワックス８重量部
【０１４９】
上記混合物を、溶融混練し、冷却した混合物をハンマーミルで粗粉砕した。粗粉砕物をジ
ェットミルで微粉砕し、得られた微粉砕物を風力分級機で分級し、体積平均径７．３μｍ
の磁性トナーを得た。
【０１５０】
このトナー粒子の１００重量部に対して、平均径１８ｎｍの、疎水化処理シリカを０．９
０重量部、ヘンシェルミキサーで外添し、トナーＢを得た。
【０１５１】
実施例１の現像剤補給容器１に、現像剤Ｔとして、トナーＢを容器の内容積に対して、０
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．６０ｇ／ｃｃの量充填し、容器を１７ｒｐｍの速さで回転し、現像剤Ｔの排出性試験を
行ったところ、排出初期から、良好な現像剤排出性を示した現像剤は、ほぼ最後まで排出
され、残留する現像剤Ｔは極めて少なく、容器１内壁に付着している現像剤Ｔも殆どなか
った。
【０１５２】
更に、トナーＢを容器の内容積に対して、０．６０ｇ／ｃｃの量充填した、現像剤補給容
器１を横におき、タッピング１０００回行った後、同様に排出性試験を行った。すると、
容器１内では始め、現像剤Ｔはブロッキングしているものの、容器１を回転させると、す
ぐにそのブロッキングは効果的に崩れ、良好な排出性を示した。又、開口部１ａでの現像
剤Ｔの閉塞も殆ど起こらずに、現像剤Ｔはほぼ最後まで排出され、残留する現像剤Ｔは極
めて少なく、容器１内壁に付着している現像剤Ｔも殆どなかった。
【０１５３】
・トナーＣ：トナーＡ、Ｂは粉砕法で作成したものであるが、トナーＣとしては、重合法
で作成された非磁性トナーを採用した。疎水化処理シリカが１．０重量部含まれ、ワック
スは結着樹脂１００重量部に対して９．８０重量部である。
【０１５４】
又、こうした重合法で作成されたトナーにおいても、ワックスの添加量はトナーの結着樹
脂１００重量部に対して０．５～２０重量部であることが好ましい。
【０１５５】
実験例３
トナーＣの作成法を説明する。イオン交換水７１０部に、０．１Ｍ－Ｎａ3ＰＯ4水溶液４
５０部を投入し、６０℃に加温した後、ホモミキサーを用いて、１３００ｒｐｍにて撹拌
した。これに１．０Ｍ－ＣａＣｌ2水溶液６８部を徐々に添加し、Ｃａ3（ＰＯ4）2を含む
ｐＨ６の水系媒体を得た。
【０１５６】
・スチレン１６０重量部
・ｎ－ブチルアクリレート３４重量部
・銅フタロシアニン顔料１２重量部
・荷電制御剤２重量部
・飽和ポリエステル１０重量部
・ワックス２０重量部
【０１５７】
上記材料を６０℃に加温し、ホモミキサーを用いて、均一に溶解、分散した。これに、重
合開始剤を溶解し、重合性単量体組成物を調製した。前記水系媒体中に重合性単量体組成
物を投入し、６０℃、Ｎ2雰囲気下において、クレアミキサーで１０分間撹拌し、重合性
単量体組成物を造粒した。その後、水系媒体をパドル撹拌翼で撹拌しつつ、重合反応を行
った。
【０１５８】
重合反応終了後、冷却し、ｐＨ２となるように塩酸を加えリン酸カルシウムを溶解させた
後、ろ過、水洗、乾燥をして、重合粒子（トナー粒子）を得た。
【０１５９】
得られた重合粒子（トナー粒子）１００部に対して一次粒子径５０ｎｍの疎水化処理シリ
カ１．０質量部を外添し、トナーＣを得た。
【０１６０】
実施例１の現像剤補給容器１に、現像剤として、トナーＣを容器１の内容積に対して、０
．４６ｇ／ｃｃになる量充填し、容器１を１７ｒｐｍの速さで回転し、現像剤の排出性試
験を行ったところ、排出初期から、良好な現像剤排出性を示し、現像剤Ｔは、ほぼ最後ま
で排出され、残留する現像剤Ｔは極めて少なく、容器１内壁に付着している現像剤Ｔも殆
どなかった。
【０１６１】
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更に、トナーＣを容器１の内容積に対して０．４６ｇ／ｃｃの量を充填した、同様の現像
剤補給容器１を横におき、タッピング１０００回行った後、同様に排出性試験を行った。
すると、容器１内では、始めは現像剤Ｔがブロッキングしているものの、容器１を回転さ
せると、すぐにそのブロッキングは効果的に崩れ、良好な排出性を示した。又、開口部１
ａでの現像剤Ｔの閉塞も殆ど起こらずに、現像剤Ｔはほぼ最後まで排出され、残留する現
像剤Ｔは極めて少なく、容器１内壁に付着している現像剤も殆どなかった。
【０１６２】
・トナーＤ：トナーＤは、粉砕法で作成されたトナーに、更に、磁性体として酸化鉄を加
えた磁性トナーとしたものである。平均径１０ｎｍの疎水性処理シリカを１０重量部添加
され、ワックスは結着樹脂１００重量部に対して、６．８６重量部含まれたものである。
【０１６３】
本発明の現像剤補給容器に収納される現像剤が磁性トナーである場合、該磁性体は、特に
、個数平均粒子径が０．１～１．０μｍである磁性酸化鉄であることが好ましい。
【０１６４】
磁性酸化鉄の場合、０．１μｍ以下であると、磁性体自身が凝集してしまい、トナー中の
磁性体の分散が悪くなるため、トナーの凝集性が強くなる。
【０１６５】
又、反対に、１．０μｍ以上であってもトナー中の磁性体の分散が悪くなり、トナー粒子
表面に磁性体が偏在するため、磁気的な凝集がおこり、トナーの凝集性も強化される。
【０１６６】
又、磁性体の個数平均粒径の測定は以下の通りである。
【０１６７】
磁性体の個数平均径は透過電子顕微鏡により拡大倍率４万倍で拡大撮影した写真を用いて
、ランダムに３００個の磁性体を選びデジタイザーで測定することにより求める。
【０１６８】
実験例４
トナーＤの作成法は以下の通りである。
・ポリエステルユニットとビニル系重合体ユニットとを含むハイブリット
樹脂成分１００重量部
・スルホン酸基を有する重合体２重量部
・荷電制御剤１重量部
・ワックス７重量部
・平均粒径０．１８μｍの磁性酸化鉄１００重量部
【０１６９】
上記混合物を粉体混合機で予備混合したものを二軸押し出し機にて加熱、溶融混練した。
溶融混練物を冷却後、ハンマーミルを用いて約１～２ｍｍ程度に粗粉砕し、ついで機械式
粉砕装置による微粉砕機で微粉砕した。更に得られた微粉砕物を多分割分級装置で微粉及
び粗粉を同時に厳密に除去して磁性トナー粒子を得た。得られた磁性トナー粒子は体積平
均径７．２μｍであった。
【０１７０】
この磁性トナー１００重量部に対して、一次平均径１０ｎｍの疎水性シリカ１．０重量部
をヘンシェルミキサーにて外添してトナーＤを得た。
【０１７１】
実施例１の現像剤補給容器に、トナーＤを容器１の内容積に対して、０．６０ｇ／ｃｃの
量充填し、容器１を１７ｒｐｍの速さで回転し、現像剤Ｔの排出性試験を行ったところ、
排出初期から、良好な現像剤排出性を示した現像剤Ｔが、ほぼ最後まで排出され、残留す
る現像剤Ｔは極めて少なく、容器１内壁に付着している現像剤Ｔも殆どなかった。
【０１７２】
更に、トナーＤを容器１の内容積に対して、０．６０ｇ／ｃｃの量充填した現像剤補給容
器１を横におき、タッピング１０００回行った後、同様に排出性試験を行った。容器１内
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では始め、現像剤Ｔはブロッキングしているものの、容器１を回転させると、すぐにその
ブロッキングは効果的に崩れ、良好な排出性を示した。又、開口部１ａでの現像剤Ｔの閉
塞も殆ど起こらなかった。現像剤Ｔはほぼ最後まで排出され、残留する現像剤Ｔは極めて
少なく、容器１内壁に付着している現像剤Ｔも殆どなかった。
【０１７３】
・二成分現像剤Ｅ
本発明は、二成分現像剤を用いることも可能であり、次に、トナーＡにキャリアを添加し
た二成分現像剤Ｅを採用した現像剤補給キットについて説明する。
【０１７４】
又、二成分現像方式では、現像剤の帯電劣化の抑制の一方法として、新しいキャリア及び
トナーの混合物を定期的あるいは連続的に現像装置内に供給する方式が採用されている。
この現像方式を用いることにより、それを用いない場合と比較して、現像装置内の現像剤
の帯電劣化を抑制し、交換頻度の延長、あるいは無交換化が図れる。
【０１７５】
このような構成の画像形成装置においては、当然、現像剤補給容器に収納される現像剤は
トナーとキャリアの混合物であるが、本発明の現像剤補給容器に、現像剤としてトナーと
キャリアの混合物を収容してもなんら問題がない。
【０１７６】
そのとき、キャリアの混合比は現像剤の全量に対して、キャリアの含有率は４０重量％以
下であることが好ましい。４０重量％以上混合すると、本発明の容器構成では、容器内で
トナーとキャリアの偏析が発生しやすくなるといった問題が生じる。
【０１７７】
実験例５
二成分現像剤Ｅは次のようにして作成される。
トナーＡ平均粒径４５μｍ８０重量部真比重５．１のＭｎ－Ｍｇのフェライトキャリア２
０重量部
真比重５．１のＭｎ－Ｍｇのフェライトキャリア２０重量部を、予め、トナーＡの８０重
量部を混合機にて、十分に混合した。よって、現像剤の全量に対して混合されるキャリア
は２０重量％である。
【０１７８】
この現像剤の粘着強度は、２．５ｇ／ｃｍ2であった。
【０１７９】
実施例１の現像剤補給容器１に、現像剤Ｔとして、上述の二成分現像剤Ｅを容器の内容積
に対して、０．４５ｇ／ｃｃになる量充填し、容器を１７ｒｐｍの速さで回転し、現像剤
Ｔの排出性試験を行ったところ、排出初期から、良好な現像剤排出性を示し、現像剤Ｔは
ほぼ最後まで排出され、残留する現像剤Ｔは極めて少なく、容器１内壁に付着している現
像剤Ｔも殆どなかった。
【０１８０】
又、排出した現像剤Ｔに対して逐次トナーとキャリアの混合比率を測定したところ、殆ど
、キャリアとトナーの偏析が起こらないことを確認した。
【０１８１】
更に、現像剤ＴであるトナーＥを、容器１内容積に対して０．４３ｇ／ｃｃの量充填した
現像剤補給容器１を、開口部１ａを下にして横におき、タッピング１０００回行った後、
同様に排出性試験を行った。すると、容器１内では始め、現像剤Ｔはブロッキングしてい
るものの、容器１を回転させると、すぐに、そのブロッキングは効果的に崩れ、良好な排
出性を示した。又、開口部での現像剤Ｔの閉塞も殆ど起こらずに、現像剤Ｔはほぼ最後ま
で排出され、残留する現像剤Ｔは極めて少なく、容器１内壁に付着している現像剤Ｔも殆
どなかった。
【０１８２】
又、排出した現像剤Ｔに対して逐次トナーとキャリアの混合比率を測定したところ、殆ど
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、キャリアとトナーの偏析が起こらないことを確認した。
【０１８３】
比較例２
ここでも、比較例として、実施例１にて比較例１として説明したものと同様のトナーＦを
用いる。トナーＦには、ワックスの量は、結着樹脂に対して１０重量部であるが、実験例
１～４で用いられたトナーＡ、Ｂ、Ｃ、Ｄに添加された疎水化処理シリカ、疎水化処理酸
化チタン、又は、疎水化処理アルミナ等の流動性付与剤が添加されてない。
【０１８４】
実施例１の現像剤補給容器１に、現像剤Ｔとして、トナーＦを容器の内容積に対して、０
．４３ｇ／ｃｃの量を充填し、容器１を１７ｒｐｍの速さで回転し、現像剤Ｔの排出性試
験を行ったところ、現像剤Ｔの約１０％以上が最後まで排出されず残留した。又、容器１
内壁に付着している現像剤Ｔも多かった。
【０１８５】
更に、トナーＦを容器１の内容積に対して０．４３ｇ／ｃｃの量を充填した現像剤補給容
器１を横におき、タッピング１０００回行った後、同様に排出性試験を行ったところ、現
像剤のブロックは、容器１を５分以上回転させないと崩れなかった。その上、崩れた後も
、排出速度は非常に遅いものの排出はされたが、相当悪いレベルであった。
【０１８６】
実験例１～５、および比較例１に説明したトナーＡ、Ｂ、Ｃ、Ｄ及びトナーＦそれぞれの
、上記に示した方法にて測定した付着強度、せん断指数、円形度を表１に示す。
【０１８７】
このトナーの物性値を表１に示す。
【０１８８】
【表１】

【０１８９】
実験例１～５及び比較例２の結果と、表１を合わせて考慮すると、現像剤の粉体層におけ
る粘着強度が、垂直荷重１２８．４ｇ／ｃｍ2付与したとき、０．６０ｇ／ｃｍ2～３．０
０ｇ／ｃｍ2の範囲内にあるものが良好な結果を示す。
【０１９０】
そして、表１より、粘着強度もせん断指数も本発明の範囲外にあるトナーＦが、トナー円
形度０．９００以上の割合が８０％以上ではなく、比較例２に述べた試験結果からも、不
良であった。このことより、円形度０．９００以上のトナーの割合を８０％以上にするこ
とは、現像剤の粘着強度やせん断指数を本発明の範囲内に納めるのに重要な一要素である
ことが分かる。
【０１９１】
そして、円形度を整える方法は、粉砕法でも重合法でもどちらでもよく、非磁性トナーで
も磁性トナーでもよい。
【０１９２】
実験１～５に述べたよう、トナーＡ～Ｄのトナーには、一次粒子の平均粒径が１～１００
ｎｍである疎水化処理シリカ、疎水化処理酸化チタン、又は、疎水化処理アルミナ等の流
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動性付与剤が含まれているが、トナーＦには含まれていない。このことから、現像剤にこ
れらの流動性付与剤を添加することが重要であり、せん断指数や粘着指数を下げることが
でき、本発明の範囲内に納めることができることが予想できる。
【０１９３】
以上のことから、本発明にて用いられる現像剤としては、実施例１にて説明したように、
現像剤の粉体層において、垂直荷重１２８．４ｇ／ｃｍ2を付与したとき、０．６０ｇ／
ｃｍ2～３．００ｇ／ｃｍ2の範囲内にあれば、現像剤補給容器１の機能が有効に発揮でき
、現像剤の搬送性、排出性を上昇させる効果がある。
【０１９４】
そして、その付着強度及びせん断指数をその範囲内に調整するには、一次粒子の平均粒径
が１～１００ｎｍである疎水化処理シリカ、疎水化処理酸化チタン、又は、疎水化処理ア
ルミナ流動性付与剤を施したり、円形度ａが、０．９００以上の粒子を、個数基準の累積
値で８０％以上含有させる方法が有効であることが明らかになった。
【０１９５】
又、上記の実験例１～５に示したように、トナーＡからトナーＥを用いた現像剤補給キッ
トは、現像剤の粉体層が、垂直荷重１２８．４ｇ／ｃｍ2付与したときのせん断指数が、
１．０２～５．００であるので、上記の効果が安定したものになった。
【０１９６】
実施例３
本実施例においては、現像剤補給容器として図６、７に示す構成の、現像剤補給容器２０
を用いる。図６は本実施例における現像剤補給容器２０の部分断面斜視図であり、図７は
軸方向の断面図である。
【０１９７】
まず容器２０の内部の構成について説明する。
【０１９８】
現像剤補給容器は略円筒形状に形成されたトナーボトル２０であり、実施例１にて説明し
た現像剤補給容器１と同様に、画像形成装置１００本体内に略水平方向に配置され、装置
本体１００から回転駆動を受けて、ボトル２０が回転する構成になっている。
【０１９９】
そして、このトナーボトル２０の内部にはトナーボトル部２０を二分するように、仕切り
壁３がボトルの全長にわたって設けてあり、仕切り壁３の両面にはボトル２０の回転軸線
Ｘ－Ｘに対して傾斜した傾斜面を有する突起部３ａ及び穴部３ｃが複数個、が設けてある
。この突起部３ａは、図６に示すように仕切り壁３の表面と裏面にそれぞれ同一回転方向
で現像剤が搬送されるように回転軸Ｘ－Ｘ対称に配置されている。
【０２００】
本実施例の特徴として、開口部１ａが容器周面上に設けられていることが挙げられる。開
口部１ａには開口部１ａを閉じる封止部材２が設けて有り、この封止部材２がトナーボト
ル２０の軸方向（矢印方向）に相対的にスライドすることにより、開口部１ａの開閉動作
を行う。封止部材２は、容器本体２０の外周に沿った円弧状のシャッター２ａと、シャッ
ター２ａの内面に貼着したパッキン材２ｂと、で構成される。
【０２０１】
封止部材２は、容器本体２０の開口部１ａを閉じる位置と開く位置との間を往復自在に容
器本体２０に取付けられる。取付け方法は、シャッター２ａに平行なレールを設け、対応
する容器本体２０の開口部１ａ周囲にも並行なガイド部を設け、互いに係合させることで
達成できる。
【０２０２】
封止部材２の移動方向は容器本体２０の周面に沿った方向であっても、容器本体２０の回
転軸線Ｘ－Ｘに沿った方向であっても良いが、後者の方であれば現像剤補給容器２０を回
転軸線Ｘ－Ｘに沿って着脱する際に、その動きを利用して封止部材２の開閉が行えるので
好ましい。
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【０２０３】
パッキン部材２ｂは発泡ポリウレタンが好ましく、これを両面テープでシャッター２ａに
固定するのが簡便で実用的である。パッキン材としては他の発泡体やゴム等の弾性体あっ
ても良く、固定手段も両面テープに限らず、他の従来公知の方法が応用できる。封止部材
２を容器本体１に取付けると、パッキン材２ｂは所定量圧縮されて、開口部１ａを密閉す
る。
【０２０４】
本実施例のように、開口部を周面に設けたものについても、本発明は適用でき、実施例１
に説明した効果が得られ、図８の画像形成装置１００のように、直下に現像装置２０１を
配置した場合、直接現像剤を補給できるので、現像装置と現像剤補給容器とを連結する搬
送路を設ける必要がなく、画像形成装置の構造を簡略化できる。
【０２０５】
そして、本実施例の現像剤補給容器にても、現像剤の粉体層における粘着強度が、垂直荷
重１２８．４ｇ／ｃｍ2付与したとき、０．６０ｇ／ｃｍ2～３．００ｇ／ｃｍ2であれば
、実施例２に説明したように、粉砕法で作成されたトナーでも、重合法で作成されたトナ
ーでも、非磁性でも磁性でも、キャリアを加えたトナーでも好適に適用でき、実施例１に
示したものと同様の効果が得られる。
【０２０６】
【発明の効果】
　以上説明したように、本発明のトナー補給キットは、上記実施例のトナー補給容器内に
収容されたトナーの粉体層における粘着強度が、垂直荷重１２８．４ｇ／ｃｍ2付与した
とき、０．６０ｇ／ｃｍ2～３．００ｇ／ｃｍ2となるように、トナーには一次粒子の平均
粒径が１～１００ｎｍである疎水化処理シリカ、疎水化処理酸化チタン、疎水化処理アル
ミナのうち少なくとも１つの流動性付与剤が添加されていることによって、安価で、粗粒
も全く発生せず、繰り返し使用可能な信頼性の高いトナー補給容器構成に対して、トナー
の搬送能力に優れ、且つ排出後半においても安定した排出量を維持が可能となる。
【０２０７】
　そして、トナー補給容器内に最後まで使用されずに残留するトナーや、容器内壁に付着
するトナーが非常に少なく、ほぼ完全にトナー補給容器内のトナーを排出することができ
る。更には、物流による振動や長期間高温高湿下に放置保管された場合などトナー補給容
器本体内でトナーが凝集し、固まった状態にも、少ない外力でトナーが崩れ、優れたトナ
ーの搬送能力を維持でき、トナー補給容器の開口部付近のトナーの飛散、汚れを極力抑え
、又、どんな環境においてもトナー補給容器の開口部でトナーの閉塞の発生が全くないト
ナー補給キットを提供することが可能となる。
【図面の簡単な説明】
【図１】本発明に係る現像剤補給容器の一例を示す部分断面斜視図である。
【図２】本発明に係る現像剤補給容器の一例を示す軸方向の断面図である。
【図３】本発明に係る現像剤補給容器における現像剤の搬送時の挙動を説明する説明図で
ある。
【図４】本発明に係る現像剤粘着強度及びせん断指数の測定方法を示す説明図である。
【図５】本発明に係る現像剤の粘着強度及びせん断指数の測定方法を示す説明図である。
【図６】本発明に係る現像剤補給容器の他の例を示す部分断面斜視図である。
【図７】本発明に係る現像剤補給容器の他の例を示す軸方向の断面図である。
【図８】本発明の現像剤補給キットが適用される画像形成装置の一例を示す概略構成図で
ある。
【符号の説明】
１、２０　　　　　　　現像剤補給容器
１ａ　　　　　　　　　開口
２　　　　　　　　　　封止部材
３　　　　　　　　　　仕切り壁（搬送部材）
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３ａ　　　　　　　　　突起部（突出部、案内部、持ち上げ部）
３ｃ　　　　　　　　　穴部（貫通穴、落下部）
Ｔ　　　　　　　　　　現像剤

【図１】 【図２】
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【図３】 【図４】

【図５】 【図６】



(25) JP 4428915 B2 2010.3.10

【図７】 【図８】



(26) JP 4428915 B2 2010.3.10

フロントページの続き

(56)参考文献  特開２００１－１８３８９６（ＪＰ，Ａ）
              特開平１０－３３９９９３（ＪＰ，Ａ）

(58)調査した分野(Int.Cl.，ＤＢ名)
              G03G  15/08
              G03G   9/08


	biblio-graphic-data
	claims
	description
	drawings
	overflow

